
さいたま市における森林環境譲与税の活用について

➊パリ協定の枠組みの下における我が国の温室効果ガス排出削減目標
の達成や災害防止等を図るための森林整備等に必要な地方財源を安
定的に確保する観点から、森林環境税及び森林環境譲与税が創設

１ 森林環境譲与税 活用方針制定の経緯

➋国税として国民から課税徴収した森林環境税を原資として、市町村
に対し、森林整備等に利用できる財源として森林環境譲与税を譲与

２ 森林環境譲与税 活用方針の内容

➌令和６年度から国民に対して森林環境税の課税（1,000円／年）が
開始されることに伴い、市民の制度理解を深めるため、本市におけ
る森林環境譲与税の活用方針を定め、市民に対し公表するもの

※森林環境税の課税は令和6年度開始、森林環境譲与税の譲与は令和元年度に開始であり、令和６年度
までの期間は地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金を活用し、先行的に譲与されている。

３ 森林環境譲与税の使途に係る重点事業の設定

森林環境税は、山間部森林が持つ公益機能を国民一人
ひとりが享受していることを鑑み創設された国税であ
り、森林環境税を原資とした森林環境譲与税の使途に
ついては、森林整備に資するよう広域的な視点を持っ
て検討する必要がある。
本市では都市部自治体の役割として、県産木材等の利
用促進及び森林が持つ公益的機能に関する普及啓発を
図ることを、譲与税の基本的な活用方針とする。

公共施設の木造化・ 木質化の推進

【参考】R2.3.18参・総務委員会 国会答弁概要
Ｑ譲与税の大きい都市部における有効的な活用方法は如何。
Ａ都市部における木材利用を促進することで森林整備が一層図られると
ともに普及啓発を行うことで国民の理解が深まることが期待。

▶林野庁通知「森林環境譲与税を活用して実施可能な市町村の取組の例について（送付）」で使途を例示。当該範囲で利用
▶活用方針において以下の３事業を本市譲与税の重点事業と位置付け、森林環境譲与税の計画的・効果的な活用を実施

学校、保育園、児童セ
ンター、図書館、公民
館などの公共施設の更
新や修繕等の際に木
造・木質化を推進

県産材等の利用促進 山間部自治体等との連携

山間部自治体等と協働に
よる市内イベント等へ出
展を通して、森林の公益
的機能等の普及啓発を実
施

メリット
木に触れられる安らぎ空間の増加、木育効果
など

案内看板やベンチなど、広く
市民の利用が見込まれる設備
や、イベントでの配布を想定
した啓発品などに、県産材等
の積極的な利用を推進

メリット
木材利用促進の機運醸成、森林資源循環利用
による環境負荷軽減など

メリット
地域間交流の促進、市民が木に親しみを
持つ機会の創出など




